
規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ）において対応します。
※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループで既に検討中又は検討を行う事項
○：所管省庁に再検討を要請（「◎」に該当するものを除く）する事項
△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類

対応の概要

020408001
2年

4月8日
2年

5月25日
2年

6月24日

コロナに関連する
在宅ワークについ
て

個別信用購入あっせん事業に従事するものだが、コロナで
在宅ワークをと言っても紙を利用することが法定されていた
り信用情報を在宅から見れなかったりで在宅ワークどころで
はない。
割販法は催告書、契約書は紙で、信用情報は在宅で見れ
ない。緊急時の書面交付義務の代替手段や信用情報に対
する安全管理措置要件を緩和するようにしてほしい。

都や国が在宅ワークを推進してほしいと言い、経産省が事業を安定的に継続する
ようクレジット協会に要請するが、前述の理由、紙や安全管理措置のハードルから
緊急事態宣言の中出勤している審査や督促で出勤する従業員が大勢いる。
これは一経営者が解決できる話ではない。すみやかに書面交付義務や紙での催
告書、支払可能見込額調査で必要な信用情報への在宅からのアクセスの緩和を
お願いしたい。

個人 経済産業省

割賦販売法において、個別信用購入あっせん業者が、消費
者から特定商取引法に規定する訪問販売等の取引を行う
加盟店との契約に係るクレジット契約の申込みを受けたと
き、及びクレジット契約を締結したときは、消費者に契約の
内容等に関する書面を交付することを義務付けています。
なお、消費者の承諾を得て、書面の交付に代えて、書面に
記載すべき事項を電磁的方法で提供することができます。
また、消費者がクレジット債務の支払いを履行しない場合に
おいて、20日以上の相当な期間を定めて、支払いを書面で
催告し、その期間内に支払いが履行されないときでなけれ
ば、契約の解除又は支払時期の到来していない支払分の
請求をすることができないと定めています。
個別信用購入あっせん事業者は、支払可能見込額調査を
行うときは、指定信用情報機関を保有する特定信用情報を
使用しなければならないと定めています。さらに、消費者とク
レジット契約を締結したときは、基礎特定信用情報を指定信
用情報機関に提供しなければなりません。

割賦販売法

現行制度
下で対応
可能
対応不可

書面の交付については、割賦販売法において、電磁的方法
が認められております。他方、契約解除等の催告に係る書
面については、ＩＴ書面一括法の制定時に、契約の相手方へ
の警告機能が特に重視される規定として、電子化を認めな
いこととされております。なお、今般の割賦販売法改正によ
り包括信用購入あつせん業者の書面交付については、原
則、書面から電子メールに変更するとともに、契約解除等の
催告について消費者の同意があれば電子メールでも可能と
する予定です。
また、指定信用情報機関へのアクセスについては、個人情
報保護法に基づき、要保護性の高い個人信用情報の取り
扱いに関して、情報漏えいや目的外利用を防止するための
措置を講じることが求められております。「信用分野におけ
る個人情報保護に関するガイドライン」においても、個別信
用購入あっせん業者には、安全管理措置の実施が求めれ
られております。このように個人信用情報の保護の観点か
ら、直ちに在宅勤務による取り扱いを認めることは困難と考
えます。

020513001
２年

５月13日
２年

６月９日
2年

8月26日
「電子署名法の改
正」に関する意見

【意見書全文はこちらをご参照ください。
https://holmes.my.salesforce.com/sfc/p/#7F000002aD7F/
a/7F0000009j68/re5ng_y5dcWytTEUJ5bQoNW3TZ8ye770bk
_uZQ_IZ.A。PDFファイルを送付させていただきたく存じます
ので、お手数ですがご担当者様より、下記のメールアドレス
までご連絡をいただけますと幸いです】

電子署名法3条について、利用者の利便性を阻害しない合
理的な要件のもと、クラウド型電子署名サービスに同条に
定める推定効が及ぶよう、利用者本位で現行の電子署名法
を速やかに改正すること。

・新型コロナウィルスの拡大防止の緊急事態宣言が発令されたことを契機に、社員
の命を守る必要性から、以前にも増してクラウド型電子署名サービスの導入検討
が多くの企業で進んでいる。
・しかし、電子署名法上の推定効が及ばないことを理由に、クラウド型電子署名
サービスの導入を躊躇する企業も多く、多数の社員が契約書の押印・送付のため
に出社を余儀なくされている。
・弊社が独自に実施した自社調査結果（※）によると、テレワーク時にやむを得ず出
社した最も多い理由が、契約書の押印・送付のため。さらに、出社時と比べてテレ
ワーク時に不便と感じた主な契約業務としても、契約書の押印が挙げられており、
企業の生産性の低下につながっていることが伺われる。
（※）Holmes（2020）「テレワーク時の契約業務に関する実態調査」

https://www.holmescloud.com/news/press-release/2535/
・以上を踏まえ、利用者の利便性を阻害しない合理的な要件のもと、クラウド型電
子署名サービスに電子署名法3条に定める推定効が及ぶように、利用者本位で現
行の電子署名法を速やかに改正することが、「電子署名の円滑な利用の確保によ
る情報の電磁的方式による流通及び情報処理の促進を図り、もって国民生活の向
上及び国民経済の健全な発展に寄与する」という電子署名法の目的に資すると考
える。

株式会社
Holmes

総務省
法務省
経済産業省

令和２年７月２日に規制改革推進会議より公表された「規制
改革推進に関する答申」に記載のあるとおり、総務省、法務
省及び経済産業省は、電子署名に対し、民事訴訟において
署名・押印同様の推定効を定める電子署名法第３条の在り
方に関して、サービス提供事業者が利用者の指示を受けて
電子署名を行うサービスなどについても一定の要件を満た
せば対象となり得ることに関して、その考え方を明らかにす
ることとしています。

電子署名法
第３条

その他 制度の現状欄に記載のとおりです。

ワーキン
グ・グ
ループに
おける処
理方針

所管省庁の検討結果
受付番号 受付日

所管省庁
への検討
要請日

内閣府
での
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まとめ日

提案事項 提案理由
提案
主体

所管
官庁

提案の具体的内容

020427001
２年

４月27日
２年

５月25日
2年

8月26日

新型コロナウイル
ス感染防止を妨げ
る電子署名法改正

提言

電子署名法
第２条第１項
第３条

その他 制度の現状欄に記載のとおりです。

電子署名法（平成12年法律第102号）は、2000年の立法から
20年が経過したにもかかわらず、主流となった「クラウド型
電子契約」に未対応である。従来から問題点は指摘されて
いた。
しかし、法律の不備により、新型コロナウイルス感染拡大と
いう緊急状況下において、企業が、書面から「電子契約」に
迅速・大胆に移行することを著しく妨げている。法律の不備
は、当会の組織内弁護士らをして、緊急事態宣言下におい
て、「ハンコのための出社」を余儀なくする制度的欠陥とし
て、この瞬間も問題が顕在化・拡大化している。
日本政府においては、電子署名法の問題点を取り上げ、調
査の上、早急に法改正を含む必要な措置を講じられたい。

日本組織内弁護士としては、2020年4月27日付「新型コロナウイルス感染防止を妨
げる電子署名法の改正に関する提言」の提出を希望しております（パワーポイント
ファイルのためこちらに添付できておりません）。
1,600名を越える企業・組織の法務部門の第一線で働く組織内弁護士の会員を擁
する日本組織内弁護士協会としては立法事実の収集、専門的知見の提供、「ハン
コのために出社」といった現場の声など必要な協力を行えると考えております。
問題(1/3)：電子署名法第3条にいう「本人による電子署名」がリモート署名（クラウド
型電子契約）をカバーしていないと解釈されている不備、および「電子署名」の定義
自体に解釈の揺れがある不備
問題点(2/3)：電子署名法による推定効の対象は、法人の代表者や役職者等によ
る電磁的記録を対象としていない不備
問題点(3/3)：法人の実印を代用できる電子署名は、事実上法務省（法務局）発行
の商業登記電子証明書による電子署名に限定されている不備
ご連絡：詳細については、もしメールご連絡をいただけましたら、提言書を事務局に
電子メールで改めて提出いたします。また、本来であれば明日28日の会議前まで
（27日までに）直接ご面識を得て提出したかったため、別ルートで本内容と同じ連絡
が相前後いたしましたら、当方の不手際であり、ご容赦いただければ幸いでござい
ます。

日本組織
内弁護士
協会

総務省
法務省
経済産業省

電子署名法第３条の「これを行うために必要な符号及び物
件」における「物件」とは，公開鍵暗号方式を利用した電子
署名では，「符号」である署名鍵が格納された物理的な媒体
を指すとともに，「（これら）を適正に管理することにより『本
人だけが行うことができることとなるもの』」とは，署名鍵が
格納された物理的な媒体が，本人以外に使用不可能な方
法で管理され得ることを指すものと解されます。つまり，「物
件」については，ＩＣカード等の本人のみが携行できる媒体に
限定しているものではないため，「リモート署名」（リモート署
名事業者のサーバに利用者の署名鍵を設置・保管し，利用
者が当該事業者のサーバにリモートでログインした上で，利
用者自らの署名鍵を用いて電子署名を行うもの）であって
も，本人以外の者が署名鍵を使用できない方法で管理され
得るのであれば，電子署名法第３条の要件を満たし得ると
解されます。

また，利用者の指示に基づきサービス提供事業者自身の
署名鍵により暗号化等を行う電子契約サービスに関して
は，総務省・法務省・経済産業省において，その考え方をＱ
＆Ａ等で明らかにしています。

電磁的記録の真正な成立の推定に関する電子署名法第３
条の規定は，電磁的記録に記録された情報について，電子
署名を行った者を作成者として，真正に成立したものと推定
することを定めるものであり，電子署名を行った者の属性に
かかわらず適用されます。そこで，電子署名法第３条は，電
子署名を行った者が法人の代表者や役職者等であっても，
同条の要件を満たす場合には，適用されることになります。

各電子署名の評価については，当該電子署名が付された
電磁的記録に記録された情報を受け取る側において判断さ
れるものと考えられ，登記所に提出された印鑑に相当する
ものと評価されるか否かについても同様であると考えられま
す。



規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等
対応の
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ワーキン
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020622002
２年

6月22日
２年

8月6日
２年
９月25日

ガス供給事業者の
規制緩和

・新たな給湯器等のガス器具設置時の，ガス供給口改良工
事の自由化。

・ガス供給会社から購入・設置していた給湯器が壊れ，給湯器の入れ替えを行っ
た。
・給湯器は，ガス供給会社から購入する方法と，量販店から購入する方法と大別２
通りであるが，同一の給湯器入れ替えで量販店は安価であり金額に大差がある。
・ガス供給会社のガス管については，ガス工事有資格者であっても，簡易な改造工
事さえ出来ない。
例えば，給湯器の受け入れ口ガス管の大きさが３０ミリ径であり，ガス供給会社の
ガス管が２０ミリ径である場合，簡易に３０ミリ径のアダプタ－を付ければよいが，ガ
ス供給会社でなければできない。
そのため，購入者である国民は，ガス供給会社に「アダプター取り付け工事」として
１万数千円の負担が生じる。
・このような場合に，ガス工事有資格者であれば，ガス供給会社に連絡を取り工事
可能となれば，「アダプター取り付け工事」も「給湯器入れ替え工事」と合わせ行うこ
とが出来，そのうえ，購入者の国民は工事費用の１万数千円は不要となるうえ，ガ
ス供給会社の工事は不要となる。
・上記のように，ガス工事有資格者が行う簡素な工事さえ，現行法制下では出来な
いことがあり，これが無用な国民負担の工事・工事代金支出となっている。

ゆえに，これら解消すべき規制の緩和が必要かつ急務である。

個人 経済産業省

都市ガスにおいては、ガス栓までのガス工作物について、ガ
ス事業法第６１条に基づき、一般ガス導管事業者に技術基
準適合義務が課せられ、ガス事業法第６５条に基づき、国
家資格であるガス主任技術者が工事、維持の責任を有して
おります。実際のガス工事に際しては、一般ガス導管事業
者（当該事業者から委託を受けた工事会社（指定工事店）を
含む）又は簡易内管施工登録店が施工することが託送供給
約款において定められております。工事を施工するに当たっ
ての法令上の資格はありませんが、業界資格は多数あり、
各一般ガス導管事業者が示す指定要件、登録要件を満たし
ていれば、指定工事店又は簡易内管施工登録店となること
は可能です。簡易内管施工登録店であれば、ガスメーター
から下流の簡易な工事に限定されますが、ガス事業者を介
さず、直接、自由に需要家と工事の請負が可能となります。

プロパンガスにおいては、液化石油ガスの保安の確保及び
取引の適正化に関する法律施行規則第１０８条に定める液
化石油ガス設備工事に該当する場合は液化石油ガス設備
士の有資格者が施工を実施しなければなりませんが、メー
ターから下流の消費設備に関しては一般消費者に技術基
準適合義務があり、有資格者であれば自由に施工可能で
す。

ガス事業法
液化石油ガスの保
安の確保及び取引
の適正化に関する
法律

現行制度
で対応可
能

都市ガスにおいては、一般ガス導管事業者の登録を受ける
ことで、ガスメーターから下流の簡易な工事であれば自由に
工事は可能となります。登録に当たっては、一般ガス導管事
業者へお問合せください。
プロパンガスにおいては、ガスメーターから下流においては
有資格者であれば自由に工事可能となります。

020705002
２年

7月05日
２年

8月6日
２年

９月25日
レジ袋有料化の見
直し

一律のレジ袋有料化義務化を撤廃する。

新型コロナウイルス対策として、諸外国ではレジ袋無料化を実施している。
一方、日本においては東京への第二波到来に合わせるかのように、有料化を実施
した。
衛生面が懸念される買い物袋を利用促進することにより、物流関係者や販売員へ
の健康被害が懸念される。
このため、一律のレジ袋有料化を廃止する。ただし、店のスタイルにより有料化を
継続することは、否定しないこととする。

個人

財務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
環境省

令和元年５月に策定された「プラスチック資源循環戦略」に
おいて、プラスチックの資源循環を総合的に推進するため
の重点戦略の一つとしてリデュース等の徹底が位置づけら
れ、その取組の一環としてレジ袋有料化義務化（無料配布
禁止等）を行うことで消費者のライフスタイル変革を促すこと
を目指す旨が記載されました。その実現のため、小売業に
属する事業を行う者の容器包装の使用の合理化による容
器包装廃棄物の排出の抑制の促進に関する判断の基準と
なるべき事項を定める省令（平成１８年財務省・厚生労働
省・農林水産省・経済産業省令第１号）において、プラスチッ
ク製の買物袋の排出の抑制を促進するための事業者の取
組として、プラスチック製買物袋を有償で提供することを規
定する等の措置を講じました。

小売業に属する事
業を行う者の容器
包装の使用の合理
化による容器包装
廃棄物の排出の抑
制の促進に関する
判断の基準となる
べき事項を定める
省令（平成１８年財
務省・厚生労働省・
農林水産省・経済
産業省令第１号）

その他

プラスチックは、非常に便利な素材である一方、廃棄物・資
源制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化などの課
題もあります。今回のプラスチック製買物袋の有料化をする
ことで、普段何気なくもらっているレジ袋について、それが本
当に必要なのかを考えていただき、ライフスタイルを見直す
きっかけにすることを目的としております。
ご指摘の衛生面の御懸念については、小売業関係の業界
団体が策定した「小売業の店舗における新型コロナウイル
ス感染症拡大予防ガイドライン」において、不特定多数の方
による接触を回避するべく、顧客に対し、マイバッグへの袋
詰めは顧客自身で実施することや、買物への外出時や帰宅
時にマイバッグの洗浄や消毒をすることについて協力を呼
び掛けることとされております。また、政府としては、消費者
の皆様へ「お買物エチケット」ご協力のお願いとして、マイ
バッグへの袋詰めは自分で行っていただくことや、使用前後
で洗浄・消毒をお願いしているところです。

020827007
２年

8月27日
２年

10月６日
２年

10月27日
完全オンライン型
株主総会の認容

株主総会において会場の設定を行わないことも許容すると
ともに、こうした完全オンライン（バーチャルオンリー）型株主
総会の弊害に対する手当てを含め、完全オンライン型株主
総会の制度の一般化を進める。具体的には、会社法第298
条第1項第1号の株主総会の「場所」を設置する旨の規定を
改正するか、解釈を変更するとともに、完全オンライン型株
主総会を決議取消事由に該当しないように運営するための
ガイドラインの策定を経済産業省や法務省において検討い
ただきたい。一般社団法人・財団法人や公益社団・財団法
人等の総会においても同様のニーズがあり、リアルの会場
を設置しない取り扱いを認めるべく検討を進めるべきであ
る。

経済産業省・法務省の「株主総会運営に係るQ&A」では、「設定した会場に株主が
出席していなくても、株主総会を開催することは可能」であること等が示されたが、
会社法の解釈との整合性を図るため、株主総会の会場の設定は必要とされてい
る。また、このQ＆Aは、あくまで新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とした
限定的なものであると認識されており、緊急事態制限が発令されていない状況下で
は、当該Q＆Aに従うことの法的安定性は必ずしも明らかではない。企業が安定的
にオンライン中心の株主総会を運営するには、法制度等の課題がある。したがっ
て、2020年2月に経済産業省より実施ガイドが示された、ハイブリッド型バーチャル
株主総会の実務への浸透を推進することに加え、完全オンライン型株主総会を可
能にする制度面・実務面での手当てが不可欠である。なお、2020年の成長戦略
フォローアップにも「2020年度中にバーチャルオンリー型も含めた株主総会のあり
方についても一定の結論を得る」との記載がある。なお、一般社団法人・財団法人
や公益社団・財団法人等においても同様の取り扱いを認めるべく検討を進めては
どうか。

日本IT団
体連盟

法務省
経済産業省

①会社法上，株主総会の招集に際しては，株主総会の場所
を定めなければならないこととされています（会社法第298条
第1項第1号）。同号の場所とは，一般に，議決権を有する株
主が株主総会に出席するために入場することができる場所
を意味するものと解されており，実際に開催する株主総会
の場所がなく，バーチャル空間でのみ行う方式での株主総
会，いわゆるバーチャルオンリー型の株主総会を許容する
ことができるかどうかについては，解釈上難しい面があると
考えられます。
②また，一般社団法人における社員総会及び一般財団法
人における評議員会の招集についても同様に，それらの招
集に際しては場所を定めなければならないこととされており
（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第38条第1
項第1号，第181条第1項第1号），いわゆるバーチャルオン
リー型の社員総会等を許容することができるかどうかについ
ては，解釈上難しい面があると考えられます。

①会社法第298条
第1項第1号
②一般社団法人及
び一般財団法人に
関する法律第38条
第1項第1号，第181
条第1項第1号

①検討に
着手
②検討を
予定

①株主総会プロセスにおける電子的手段の更なる活用の
在り方など新たな株主総会の在り方について，関係省庁で
連携して検討を行っているところであり，バーチャルオンリー
型株主総会についての制度的対応も含め，前向きに取り組
んでいきます。2020年8月から検討を開始し，2020年度中に
一定の結論を得る予定です。
②また，一般社団法人及び一般財団法人については，上記
の株主総会に関する検討やそれを受けた取組の状況も踏
まえつつ，必要な検討をしていきたいと考えています。

020827013
２年

8月27日
２年

10月６日
２年

10月27日

産業財産権法関連
書類のデジタル
化・オンライン化

申請等の手続きにおいて、インターネット出願ソフト等の電
子手続にて行うことが可能となるよう電子化対応を推進いた
だきたい。
証明書すべてに対して電子化対応することが望ましいが、も
し一括した対応が難しいのであれば、証明書の種類に応じ
て段階的に対応を進めてはどうか。
特許庁は「新型コロナウイルス感染症により影響を受けた
手続の取り扱いについて」として、ホームページ上で各種証
明書手続に関する救済措置を案内している。とくにユー
ザーからの問い合わせが多かったもの、例えば「新規性喪
失例外証明書」（2020年4月17日に案内開始）等の証明書か
ら電子化対応を進めていくのはどうか。

日本の特許法等の産業財産権関連法は、手続において申請人に対して各種証明
書等の提出を求めているところ、当該証明書等は一部の例外を除いて書面により
提出をすることが必要となっている。
書面による提出のために、印刷・押印・PDF化・郵送等の人手で行う業務が必須で
あり、出勤が避けられない状況である。
新型コロナ感染拡大以前においても、当該業務にかかる人的コスト・配送コストは
大きかったところであるが、withコロナにおいてはさらにこの点が問題となってい
る。
なお、平成29年度特許庁産業財産権制度各国比較調査研究『各国における各種
証明書等の電子的な取扱いに関する調査研究報告書.（平成30年3月）』では、各国
の電子化対応の実態やユーザーニーズについて詳細にレポートされている。ユー
ザーニーズ調査結果のまとめによれば、ユーザーによる電子化に対する要望は強
く（全体の8割以上）、電子化が実現した際にはすべてのユーザーが利用するとの
回答をしている。セキュリティ管理等の課題はあるものの、現実的に対応可能であ
り、メリットの方が大きいと考えるユーザーは多数と考える。

日本IT団
体連盟

経済産業省

特許庁に対する年間約310万件の申請手続のうち、約290万
件は既に電子申請可能となっています。
他方、産業財産権関連法に基づき、各種証明書等の書面で
の提出を求める手続があります。

特許法30条3項、67
条の6等

検討に着
手

政府全体で行政手続のオンライン化・ワンストップサービ
スの実現を目指している中で、特許庁も、電子申請可能な
手続の拡充を含め、ユーザーの利便性に資するよう、現行
制度・システムを不断に見直しています。
現在電子化されていない手続についても、年度内に申請手
続等デジタル化推進計画を策定し、段階的に実施する予定
です。
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020827015 2年8月27日 2年10月6日 2年10月27日
電子契約化の更な
る加速のための環
境整備

物理的な書面の交付を義務付けている法令は、当事者の
反対がなければ電子書面交付で可とするよう、法令を改正
するべきである。現在法改正に向けて社会実験等を行って
いる法令については、その動きを更に加速させるべきであ
る。
企業が、電子契約の導入コストを上回るメリットを実感でき
るよう、経済的メリットや、今般行われた電子署名に関する
法解釈について企業に対して更に周知を図っていくべきで
ある。

定期賃貸借契約（借地借家法22条、38条1項）の締結や、宅建業者の重要事項説
明書（宅建業法35条）等、物理的な書面の交付を義務付けている法律の存在によ
り、書面の電子化が妨げられていることから、法改正を急ぐ必要性が高い。
また、企業における導入コストについては、官民あげて様々なアピールがなされて
いるところであるが、サービス利用料、社内規程の変更、新しい運用フローの構
築、社員の電子契約に関する理解を進めるためのコミュニケーション等の導入コス
トなどの課題があると考えられる。周知徹底活動については、継続的にかつ強力に
取り組んでいただきたい。

日本IT団
体連盟

総務省
法務省
経済産業省
国土交通省

【前段】
宅地建物取引業法（以下「法」）第３５条において、宅地建

物取引業者は、宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借
の相手方若しくは代理を依頼した者又は宅地建物取引業者
が行う媒介に係る売買、交換若しくは貸借の各当事者に対
して、その者が取得し、又は借りようとしている宅地又は建
物に関し、その売買、交換又は貸借の契約が成立するまで
の間に、宅地建物取引士をして、少なくとも法第３５条第１項
各号に掲げる事項について記載した書面を交付して説明し
なければならないこととされています。

【後段】
電子署名法については、「利用者の指示に基づきサービス

提供事業者自身の署名鍵により暗号化等を行う電子契約
サービス」に関して、本年７月17日に第２条第１項（定義）関
連、９月４日には第３条（電磁的記録の真正な成立の推定）
関連の解釈を、総務省、法務省及び経済産業省からQ＆A
形式で公表しているほか、各種講演等の機会を捉えて周知
を図っています。

【前段】
宅地建物取引業法
第３５条

【後段】
電子署名法第２条
第１項，第３条

【前段】
検討に着
手

【後段】
対応

【前段】
消費者保護や後日の紛争防止等の観点から、宅地建物

取引業者は、購入者等に対し、宅地建物取引士をして、法
第３５条第１項各号に掲げる事項について記載した書面（重
要事項説明書）を交付して説明しなければならないこととさ
れています。

現在、法令を遵守しつつ、重要事項説明書等を電磁的に
交付した上で、IT重説を行うなど、書面の電子化に向けた社
会実験を実施しており、今後、書面電子化を可能とするよう
措置する予定です。

【後段】
電子署名法の解釈については、左記のとおり、Q＆A形式

で既に公表しているところですが、引き続き各種講演等の
様々な機会を活用し、更なる周知を目指してまいります。

020827016 2年8月27日 2年10月6日 2年10月27日
電子署名にかかる
問題の改善

電子署名に関する真正性の推定について、電子署名法3条
の対象範囲の拡大、あるいは真正性の推定に係る解釈指
針や立証方法の策定を進めるべきである。
また、法人（≠法人の代表者）が作成名義人となる場合も法
改正により同法の対象と明記してはどうか。
加えて、電子署名の法的安定性の確保のために、電子契約
サービス事業者間の相互運用性の確保について、国として
検討を頂きたい。相互運用性の確保が難しければ、多くの
ベンダーが存在することを前提として無権代理を防止する
仕組みとして、企業に、電子署名に用いるメールアドレスを
公的に登録させ、それを開示することも考えてはどうか。

電子署名法3条の解釈についてすでに幾つかの解釈が政府から示されているとこ
ろであるが、電子署名法の適用があることが明らかではない方法による場合、成立
の真正の立証方法が煩雑であるばかりか、判例もなく、立証に成功するかどうかは
不明である。これが、企業が押印から電子署名による契約に移行するときの懸念
材料となっていることから、引き続き対策を進めるべきであり、その方法としては、
解釈指針のみならず、裁判上の立証方法についての検討を官民で行い、これを公
表することが有益と考えられる。
商業登記の添付書類にできる代表者の電子署名については、登記所自身が発行
する電子署名（商業電子署名）に限定されていた状況から、いくつかの民間事業者
の電子署名も可能とすることが法務省から示されているが、対象をさらに拡大する
ことも検討してはどうか。
電子署名法では、法人自身が作成名義人の場合が想定されておらず、あくまで自
然人が署名者となるが、法人における実態を踏まえれば、法人自身が名義人とな
る署名を正面から認めていくべきではないか。
また、電子契約については、電子契約サービスのシステムの不具合や、サービス
事業者のサービス終了のリスクや、電子契約サービス事業者が複数存在している
ことによる管理コスト増大の課題がある。認証の融通、引継ぎ等の課題についても
検討を始めるべきと考える。こうした相互運用性の確保が難しければ、多くのベン
ダーが存在することを前提として無権代理を防止する仕組みとして、企業に、電子
署名に用いるメールアドレスを公的に登録させ、それを開示することも考えてはどう
か。

日本IT団
体連盟

総務省
法務省
経済産業省

・電子署名法第３条については、本年９月４日に解釈を総務
省、法務省及び経済産業省からQ＆A形式で公表していま
す。
・電子署名は自然人に紐付くものであり、 電子署名法で認
定している認定認証業務において発行される電子証明書の
対象は、自然人に限定されています。

【商業登記関連】
・商業登記のオンライン申請において、申請書情報又は添
付書面情報に電子署名をする者が印鑑提出者（法人の代
表者）である場合は、送信すべき電子証明書は商業登記電
子証明書に限定されているものの、それ以外の者が添付書
面情報に付す電子署名に関する電子証明書は、商業登記
電子証明書に限定されていません。

電子署名法第３条

【商業登記関連】
商業登記規則（昭
和39年法務省令第
23号）第102条第６
項

その他

【商業登
記関連】
検討を予
定

・電子署名法第３条の解釈については、左記のとおり、本年
９月４日にＱ＆Ａ形式で公表しています。また、民事裁判に
おける電子文書の成立の真正に関する証明については、当
該解釈を踏まえ、個別の事案ごとに推定規定の適用を含め
当事者において検討されるものと認識しております。
・法人そのものが契約書の作成名義人となることは想定さ
れていません。電子データの発行元組織（法人を含む）を確
認する仕組みについては、総務省の「組織が発行するデー
タの信頼性を確保する制度に関する検討会」において、議
論を進めている最中です。
・「電子契約サービス事業者間の相互運用」がどのような状
態を指すのか必ずしも明らかではありませんが、事業者間
の相互運用性が電子署名法の法的安定性に影響を及ぼし
ているとは認識しておりません。今後、同法の法的安定性に
影響を及ぼす事態が発生した場合には、適切に検討してま
いります。
【商業登記関連】
・商業登記手続においては、オンライン申請の利便性向上
等の観点から、本年６月15日以降順次、添付書面情報に使
用することができる電子証明書（商業登記規則第102条第５
項）の追加を行い、民間事業者のサービスを活用することを
可能にしており、その利用範囲についても、引き続き検討し
てまいります。

020831001
２年

8月31日
２年

10月６日
２年

10月27日

「20170207資庁第6
号 平成29年2月
22日」の一部改正

提案事項に係る通達において、液化石油ガスの保安の確
保及び取引の適正化に関する法律施行規則第16条16号た
だし書きの「その他正当な事由」に該当する例として、(i)「設
備貸与料金等を含めた清算額」の支払いと供給設備の撤去
は同時に履行するとの契約条項がある場合、並びに(ii)一
般消費者等が設備貸与料金等の支払いを不当に遅らせて
いる場合が挙げられている部分を削除し、むしろかかる場
合は「その他正当な事由」に該当しないことを明記する。

従前より、LPガス販売業界では、販売業者が、無償配管を行ったことを理由に配管
の所有権を主張し、顧客（消費者）に対して不当に高額な配管の買取り代金を請求
したり、ガスメーター等の設備の撤去を不当に引き延ばしたりする等の行為が問題
となっている（平成11年6月25日付公取委「LPガス販売業における取引慣行等に関
する実態調査報告書」）。現在も、依然として多くの販売業者が、顧客から販売業者
の変更の申し出を受けると、顧客に対し、LPガス消費設備係る買取代金、清算金
又はその他の名目で不当に高額な請求を行い、また、かかる代金が清算されてい
ないとして、上記通達の記載を理由に自らのガス供給設備を撤去せず、もって販売
業者の切替えを阻止している。
しかし、販売業者によるLPガス消費設備に関するかかる請求は認められないという
のが近年の確立した裁判例である（東京高判平成30年2月8日、東京高判平成29
年9月20日ほか多数）。それにもかかわらず、販売業者は、かかる請求を続けると
共に、上記通達の記載を根拠として、自らのLPガス供給設備を顧客宅から撤去せ
ず、販売業者の切替えの阻止を続けている。そのため、LPガス価格は高止まりして
いる。
上記通達の改正により、顧客のLPガス販売業者の選択の自由の実質的確保が進
み、公正競争が促進され、LPガス価格も適正化する。新型コロナウイルス感染症
の拡大を受けて、ガス販売業者は、資源エネルギー庁から本年3月19日付及び4月
7日付で、ガス料金の支払い猶予等について柔軟な対応を要請されているが、公正
な競争を促進してLPガス料金を適正価格にするためにも上記通達の改正は急務
である。

日本瓦斯
株式会社

経済産業省

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法
律施行規則第１６条第１６号中「その他正当な事由」に該当
するケースとしては、書面等において、契約解除の際に精
算されるべき精算額（未徴収のガス代、設備貸与料金等を
含めた精算額）の支払いと供給設備の撤去は同時に履行す
るとの契約条項がある場合、一般消費者等が料金（未徴収
のガス代、設備貸与料金等）の支払いを不当に遅らせてい
る場合等が該当します。

・液化石油ガスの
保安の確保及び取
引の適正化に関す
る法律施行規則第
１６条第１６号
・液化石油ガスの
保安の確保及び取
引の適正化に関す
る法律施行規則
（平成９年通商産
業省令第１１号）の
運用及び解釈の基
準について

対応不可

規則第１６条第１６号ただし書きの趣旨としては、新たに顧
客を獲得しようとするLPガス販売事業者（新事業者）が旧事
業者に対して委任状に基づく切替通知を行い、旧事業者と
顧客との間の清算手続きが行われないまま、一定期間後
に、旧事業者が所有する供給設備を一方的に撤去するよう
な事例において、消費者を相手取り訴訟を提起するなど、
事業者間競争に消費者を巻き込むという問題への対策、ま
た、秩序ある競争の促進のために定めております。

したがって、上記の趣旨からして、通達に定めている第１６
条第１６号ただし書きの「その他正当な事由」に該当する例
の削除および当該例を「その他正当な事由」に該当しないこ
とを明記することは、判例の有無に関わらず、消費者を意図
しない訴訟に巻き込む可能性があり、不適切であると考えま
す。
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特定商取引法の特
定継続役務提供に
係る契約前後の書
面交付義務の電子
化

特定商取引法第42条の書面交付義務の規定により、同法
の特定継続役務提供に該当する役務は契約前に概要書
面、契約締結後に契約書面の交付が義務付けられている。
特定継続役務提供に該当する役務には、語学教室なども
含まれるが、昨今はコロナ禍でリアルの教室に通うことがで
きずオンラインで完結する役務の提供も増加しており、紙の
みでの書面交付は現実的でない場面がある。書面交付義
務を見直し、契約書等のメールやPDF等での送付も認める
こととしていただきたい。また電磁的方法により提供するも
のを書面で交付したとみなすよう、特定商取引法を改正して
いただきたい。

期待される効果としては、契約前後の書面交付の電子化を認めることにより、役務
提供事業者の従業員が書面を印刷し郵送するために出社することを減らすことが
できるほか、顧客も店舗等に出向くことなく書面の授受が可能となる。また、オンラ
イン契約サービス等の活用などによるいわゆるトラストサービスの活用促進につな
がるほか、紙の書面を所管するための手間や保管コスト、書面の紛失リスクも防止
することができる。
なお、電磁的方法により提供するものを書面を交付したとみなす規定の例として
は、割賦販売法において、クレジットカード会社がカード等を利用者に交付するとき
等の書面交付義務について、電子メール等の方法が利用可能になるよう、本年の
通常国会において法改正がされたところである（第30条、第30条の2の3）。これによ
り、スマートフォン・パソコン完結型のサービスについては、包括信用購入あつせん
業者の取引条件表示・書面交付及び加盟店の情報提供の完全電子化が認められ
ることとなったものである。
この点、規制改革推進会議における書面・押印・対面手続きの見直しにより、行政
手続きについては、デジタルガバメントの取組が進められている。民民間の取引に
おいても、デジタル化を阻害する法令・慣行の見直しについて引き続き検討いただ
きたい。

一般社団
法人新経
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特定商取引法の特定継続的役務提供（例えば、2か月以上
5万円を超える語学教室等）に該当する場合、特定継続的
役務提供は、取引の対象である役務提供の内容を事前に
確定することが難しいこと、一定期間の継続的な役務提供
に対する金銭の支払を約定するものであることから往々に
して高額取引となり、前払形態がとられることが多いなど、
役務の提供を受ける者にとって不確実性の高いものである
ことから、その内容、条件、クーリングオフ等の事項に関して
十分な情報提供を行い、消費者が適正な情報に基づいた自
由な意思決定を確保する必要があるために書面の交付を
義務付けて契約内容等の明確化・透明化を図る制度です。

特定商取引法第42
条

検討を予
定

特定継続的役務提供における書面の交付は、特定継続的
役務提供が、取引の対象である役務提供の内容を事前に
確定することが難しいこと、一定期間の継続的な役務提供
に対する金銭の支払を約定するものであることから往々に
して高額取引となり、前払形態がとられることが多いなど、
役務の提供を受ける者にとって不確実性の高いものである
ことから、消費者保護の観点から重要な制度です。高齢者
を含む消費者の保護の観点とデジタル化の双方の観点か
ら、適切に検討を進めてまいります。


